
販売用資料 ＜月次運用レポート＞ 2024年2月29日現在

 為替ヘッジあり

　設定来の基準価額の推移
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分配金再投資基準価額（左軸）

基準価額（左軸）

※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末および設定日との比較です。

参考指数の騰落率は、当該日前営業日の現地終値を基に算出しております。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※参考指数は、Bloomberg Global Credit - Japan Total Return Index Hedged JPYです。

※参考指数の騰落率は、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが算出しております。

※基準価額は1万口当たりです。

※分配金は1万口当たり、税引前です。

運用状況等によっては分配金額が変

わる場合、或いは分配金が支払われ

ない場合があります。

※マザーファンドを通じた実質比率です

（マザーファンド組入比率を除く）。

※為替ヘッジ比率は、作成基準日の当ファンドの外貨建資産に対する率です。

※為替の評価については、作成基準日の評価レートを用いて算出しております。

 基準価額 9,422 円

 純資産総額 1.8 億円

　騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 ▲0.44% 0.96% 0.63% ▲0.07% ▲9.32% ▲3.07%

参考指数 ▲0.59% 0.60% 1.20% 0.68% ▲10.05% ▲4.30%

　為替ヘッジ比率 94.3%

　ポートフォリオ構成比率

公社債 94.0% 

(内外国公社債） (94.0%)

(内先物） (0.0%)

6.0% 

98.0% 

組入銘柄数 22 銘柄 

マザーファンド組入比率

短期金融商品その他

2021/10/15 50 円

2022/4/15 50 円

2022/10/17 20 円

2023/4/17 30 円

2023/10/16 10 円

設定来合計 290 円

　最近5期の分配金の推移

日系外債オープン（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）
追加型投信／海外／債券

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率0.693％（税抜0.63％）の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

「Bloomberg Global Credit - Japan Total Return Index Hedged JPY」の著作権等について

「Bloomberg®」および本指数は、Bloomberg Finance L.P.および、同インデックスの管理者であるBloomberg 

Index Services Limited（以下「BISL」）をはじめとする関連会社（以下、総称して「ブルームバーグ」）のサービスマークで

あり、ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社による特定の目的での使用のために使用許諾されています。ブルームバーグは

ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社とは提携しておらず、また、当ファンドを承認、支持、レビュー、推奨するものではあり

ません。ブルームバーグは、当ファンドに関連するいかなるデータもしくは情報の適時性、正確性、または完全性についても保

証しません。

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（1/11）  553337 / 553338



販売用資料 ＜月次運用レポート＞ 2024年2月29日現在

 為替ヘッジなし

　設定来の基準価額の推移
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純資産総額（右軸）

分配金再投資基準価額（左軸）

基準価額（左軸）

※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末および設定日との比較です。

参考指数の騰落率は、当該日前営業日の現地終値を基に算出しております。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※参考指数は、Bloomberg Global Credit - Japan Total Return Index Unhedged JPYです。

※参考指数の騰落率は、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが算出しております。

※基準価額は1万口当たりです。

※分配金は1万口当たり、税引前です。

運用状況等によっては分配金額が変

わる場合、或いは分配金が支払われ

ない場合があります。

※マザーファンドを通じた実質比率です

（マザーファンド組入比率を除く）。

 基準価額 12,554 円

 純資産総額 1.0 億円

　騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 1.87% 4.56% 5.95% 15.40% 32.00% 40.55%

参考指数 1.43% 3.58% 6.46% 15.43% 27.07% 35.16%

　ポートフォリオ構成比率

公社債 94.8% 

(内外国公社債） (94.8%)

(内先物） (0.0%)

5.2% 

98.8% 

組入銘柄数 22 銘柄 

短期金融商品その他

マザーファンド組入比率

2021/10/15 70 円

2022/4/15 100 円

2022/10/17 190 円

2023/4/17 270 円

2023/10/16 260 円

設定来合計 1,260 円

　最近5期の分配金の推移

日系外債オープン（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）
追加型投信／海外／債券

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率0.693％（税抜0.63％）の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

「Bloomberg Global Credit - Japan Total Return Index Unhedged JPY」の著作権等について

「Bloomberg®」および本指数は、Bloomberg Finance L.P.および、同インデックスの管理者であるBloomberg 

Index Services Limited（以下「BISL」）をはじめとする関連会社（以下、総称して「ブルームバーグ」）のサービスマークで

あり、ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社による特定の目的での使用のために使用許諾されています。ブルームバーグは

ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社とは提携しておらず、また、当ファンドを承認、支持、レビュー、推奨するものではあり

ません。ブルームバーグは、当ファンドに関連するいかなるデータもしくは情報の適時性、正確性、または完全性についても保

証しません。

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（2/11）  553337 / 553338



販売用資料 ＜月次運用レポート＞ 2024年2月29日現在

　日系外債マザーファンドⅡの状況

　ファンドマネージャーのコメント

＜組入上位10銘柄＞

銘柄名 通貨 利率 償還日 比率

三井住友海上火災保険 米ドル 4.950% 　　　 － 8.6%

朝日生命保険 米ドル 6.900% 　　　 － 7.7%

富国生命保険相互会社 米ドル 6.800% 　　　 － 7.1%

日本生命保険 米ドル 6.250% 2053/09/13 7.1%

明治安田生命保険相互会社 米ドル 5.200% 2045/10/20 7.0%

住友生命保険 米ドル 5.875% 　　　 － 6.8%

第一生命保険 米ドル 4.000% 　　　 － 4.6%

第一生命保険 米ドル 5.100% 　　　 － 4.1%

三井住友フィナンシャルグループ 米ドル 6.184% 2043/07/13 3.7%

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 米ドル 8.200% 　　　 － 3.7%

 保有債券の平均利回り 5.74%

 保有債券の平均直利 5.25%

 ファンド全体のデュレーション 5.02年

＜投資環境＞

米国の債券市場は、利回りが上昇（債券価格が下落）しました。発表された物価指標の伸び率が事前の市場予想を上回ったことなどか

ら、先行きの利下げの織込みが剥落する展開となりました。また、堅調な株価動向を背景に投資家のリスク志向が強まったことなども、安

全資産としての債券への投資需要を弱め、利回りの上昇を促しました。

対米国債でのスプレッド（社債と国債の利回り格差）は、全般に縮小しました。日米の株価上昇等を背景に、投資家の利回り選好が強まる

展開となりました。また、米国で増大する社債発行が順調に消化され、クレジット市場全般に安心感が広がったことなども、スプレッドの

縮小を促しました。

為替市場については、米ドルが対円で上昇しました。日米の金利差拡大や堅調な株価動向等を背景に、米ドルの対円での買いが優勢と

なりました。

＜運用経過＞

「日系外債マザーファンドⅡ」では、米ドル建て、及びユーロ建て債券への投資を行い、各通貨建て合計での債券組入比率は概ね高位を

維持しました。また、「日系外債オープン（為替ヘッジあり）」につきましては、各通貨の実質組入金額に対してそれぞれ為替ヘッジを行うこ

とにより、為替変動リスクの低減を図りました。

＜今後の運用方針＞

日系企業発行の債券から、信用力や流動性を勘案して投資対象銘柄を選択し、分散投資を行います。ポートフォリオ全体のデュレーショ

ンは、市場動向に応じて調整を図る方針です。投資する債券は、市場での流動性等を勘案し、米ドル建ての債券が中心となりますが、各

国・地域の市場動向等を勘案し、状況に応じて各通貨建て債券への投資比率を調整します。

※期限前償還日が設定されている銘柄に関しては、次回の期限前償還日までの

期間で算出しています。

変動利付債に関しては、デュレーションは次回利払い日までの期間、利回りは

現在のクーポン、償還日を基準に算出しています。なお、クーポンを後決めする

債券は直近利払い期間の実績のクーポンを使用しています。

※マザーファンドの純資産総額に対する比率です。

※償還日が「－」表示の銘柄は、永久債のため償還日を表示していません。

※ 今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。また、市場環境等についての評価、

分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。

日系外債オープン（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）
追加型投信／海外／債券

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（3/11）  553337 / 553338



　ファンド情報

設　定　日 2019年4月1日

償　還　日 2045年4月14日

決　算　日 毎年4月15日および10月15日（休業日の場合は翌営業日）

　ファンドの特色（1）

日系外債オープン（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）
追加型投信／海外／債券

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（4/11）  553337 / 553338



　ファンドの特色（2）

日系外債オープン（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）
追加型投信／海外／債券

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（5/11）  553337 / 553338



　投資リスク（1）

日系外債オープン（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）
追加型投信／海外／債券

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（6/11）  553337 / 553338



　投資リスク（2）

日系外債オープン（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）
追加型投信／海外／債券

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（7/11）  553337 / 553338



　お申込みメモ

日系外債オープン（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）
追加型投信／海外／債券

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（8/11）  553337 / 553338



　ファンドの費用

　委託会社および関係法人の概況

委 託 会 社 ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社　 （ファンドの運用の指図を行います。）

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第370号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

受 託 会 社 三井住友信託銀行株式会社　 （ファンドの財産の保管及び管理を行います。）

日系外債オープン（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）
追加型投信／海外／債券

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（9/11）  553337 / 553338



販売用資料 ＜月次運用レポート＞ 2024年2月29日現在

以下は、日系外債オープン（為替ヘッジあり）の販売会社です。

日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

三縁証券株式会社 東海財務局長（金商）第22号 ○

静岡東海証券株式会社 東海財務局長（金商）第8号 ○

株式会社しん証券さかもと 北陸財務局長（金商）第5号 ○

頭川証券株式会社 北陸財務局長（金商）第8号 ○

大熊本証券株式会社 九州財務局長（金商）第1号 ○

長野證券株式会社 関東財務局長（金商）第125号 ○

松井証券株式会社 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

（登録金融機関）

株式会社イオン銀行（委託金融商品取引
業者：マネックス証券株式会社）

関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商品
取引業者：マネックス証券株式会社)

関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社富山銀行 北陸財務局長（登金）第1号 ○

株式会社長崎銀行 福岡財務支局長（登金）第11号 ○

株式会社長野銀行 関東財務局長（登金）第63号 ○

商号 登録番号

加入協会

　販売会社について（1）

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。

日系外債オープン（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）
追加型投信／海外／債券

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（10/11）  553337 / 553338



販売用資料 ＜月次運用レポート＞ 2024年2月29日現在

以下は、日系外債オープン（為替ヘッジなし）の販売会社です。

日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

三縁証券株式会社 東海財務局長（金商）第22号 ○

静岡東海証券株式会社 東海財務局長（金商）第8号 ○

株式会社しん証券さかもと 北陸財務局長（金商）第5号 ○

頭川証券株式会社 北陸財務局長（金商）第8号 ○

大熊本証券株式会社 九州財務局長（金商）第1号 ○

長野證券株式会社 関東財務局長（金商）第125号 ○

松井証券株式会社 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

（登録金融機関）

株式会社イオン銀行（委託金融商品取引
業者：マネックス証券株式会社）

関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商品
取引業者：マネックス証券株式会社)

関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社佐賀銀行 福岡財務支局長（登金）第1号 ○ ○

株式会社佐賀共栄銀行 福岡財務支局長（登金）第10号 ○

株式会社筑邦銀行 福岡財務支局長（登金）第5号 ○

株式会社富山銀行 北陸財務局長（登金）第1号 ○

商号 登録番号

加入協会

（注） 販売会社によっては、現在、新規のお申込みを受け付けていない場合があります。

　ご注意

・ 本資料はＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説
明書（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますよ
うお願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売会社について」でご確認ください。

・ 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証
するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示す
ものではありません。

・ 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針
通りの運用が行われない場合もあります。

・ 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありま
せん。

日系外債オープン（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）
追加型投信／海外／債券

　販売会社について（2）

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。

当レポートは11枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（11/11）  553337 / 553338


